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　特集　新しい海外健康・医療 ―― 職域を越えて創る健康未来！

水際対策の要としての検疫所
検疫所は、感染症の国内流入を阻止する水際

対策の最前線に位置する行政機関である。新型

コロナウイルス感染症への約３年間にわたる対

応を経て、国民の間でその役割が広く認知され

るようになった。当初、帰国者の間では強い不

安や困惑が見られ、現場の検疫官は限られた人

員と物的資源の中で模索しながら対応に当たっ

た。こうした経験を通じて、検疫所における情

報の取り扱い、そして発信の重要性が強く意識

されるようになった。

検疫業務における情報提供の広がり
検疫業務には、入国者の健康確認だけでなく、

海外渡航者の感染リスクを減らせるよう、感染

症に関する情報提供を行う業務も含まれてい

る。検疫所で感染者を発見した場合には、速や

かに医療機関と連携を取り、感染拡大の防止に

努めている。これら全ての活動には、正確な情

報の収集と迅速な発信が不可欠である。検疫所

は国民の安全に資するため、常に広い視野で情

報を捉え、真
しん

摯
し

な姿勢で発信を続けることが重

要と考えている。

検疫情報管理の一元化
これまでも海外感染症情報の提供を通じて、

国内への感染症の流入を未然に防ぐという取り

組みを進めてきたが、さらなる充実を図るため、

2025（令和７）年４月１日、検疫所組織の再編

が行われ、成田空港検疫所に設置されていた「検

疫情報管理室」が東京検疫所に移管された。検

疫感染症等、海外で特に注意する必要がある感

染症に関して、感染症の特徴や症状、流行状況、

予防方法、治療方法などを情報収集し、発信を

行う。また、全国の検疫所が発信する情報を一

元的に管理・分析することで効率化を図る。

広報機能の強化と検疫広報官の新設
同日付で「検疫広報官」が東京検疫所に新設

された。検疫広報官は、感染症情報に限らず、

検疫所が扱う業務全般に関しての広報活動を担

う存在である。国民に対して正確かつ分かりや

すい情報を提供するとともに、難解な内容には

国民の安心を支える検疫所の
デジタルメディアを活用した情報発信
2025（令和 7）年 4 月 1 日付で東京検疫所に検疫広報官が新設置された。
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検疫所の設置状況（2025年4月1日現在）
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凡例 海港 空港 計
本所 ● 11 2 13
支所 〇 7 7 14
出張所 ● 62 23 85
合計 80 32 112

※輸入食品届出窓口は 32海空港
※地名は「本所●」の所在地
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